




 

３ 公債費・県債残高の推移（一般会計及び県債管理特別会計）    

  平成 28 年 9 月補正後時点における平成 28 年度までの県債残高の推移については、下

表のとおりです。 

県債残高については、建設地方債等と臨時財政対策債等の残高に区分し表示していま

す。建設地方債は公共事業等の建設事業実施に伴い発行するもので、その残高について

は、国の経済対策に伴う公共事業の実施により平成元年度から平成 13 年度まで増加して

いますが、その後、投資的な経費の縮減などにより残高は減少から横ばい傾向となって

います。 

 臨時財政対策債は、平成 13 年度以降発行しており、本来、地方交付税で地方に交付さ

れるべき金額について県債を発行するものですが、後年度の元利償還金に対し地方交付

税が交付されるため、実質的には国から交付される地方交付税と同様で、将来世代の県

民の負担増につながるものではありません。 
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注） 県債発行額は、平成 27 年度までは決算額、平成 28 年度は 9 月補正後予算額に第二次行財政改革取組の参考

資料にある中期財政見通しに含まれる年度内補正見込額 30 億円を加算した数値です。 

       ※ 臨時財政対策債等は、国の地方財政対策により決定される臨時財政対策債や災害に対応するための災害復旧

事業債等、発行について県の裁量の余地のないものです。 

      なお、「県立子ども心身発達医療センター」の整備にかかる県債は、平成 29 年 6 月の供用開始以降は同セン

ターを所管する特別会計へ移管される予定であることから、臨時財政対策債等に含めています。 


